
 平成20年度（平成20年５月21日）執行「小学校学習椅子購入」における 

不正行為に対する浦安市公正入札調査委員会の調査結果について 

 

 

 平成21年５月21日にＡ社が、平成21年５月22日入札執行予定の「小学校学習椅子

購入」の入札辞退届を持って、契約課へ来た。 

 辞退の理由として、この案件の仕様に対するメーカーであるＢ社から、見積書をもらっ

たところ、支払い条件が昨年度の同案件では、「納品後30日以内支払」としていたのに

対し、今年度は、「前金支払」となっていたこと等から、入札を辞退したとのことであった。 

さらにＡ社は、この案件の他に相談があるとのことで、話を聞いたところ、平成20年５月

21日執行「小学校学習椅子購入」の入札に際して、Ａ社が、Ｂ社に対して、「同案件の

Ｂ社がＣ社に見積った金額を教えてもらいたい。」と言ったところ、Ｂ社は、入札執行日の

前日（平成20年５月20日）に、Ｃ社宛になった見積書をＦＡＸによりＡ社に送って来た。

送られてきた見積金額は、Ａ社にＢ社が見積った金額より高かったので、入札を行なっ

たところ、実際にはＣ社の入札額は、Ｃ社宛になった見積書の額より、１，７９４，８００円

安い額であったため、Ａ社は落札者となれなかった。 Ａ社は、これらの話に関する証拠

書類を提出した。 

 市は、同日 （平成21年５月21日 ）に浦安市公正入札調査委員会 （以下 「調査委員

会」という。）を開催し、平成21年５月22日入札執行予定の「小学校学習椅子購入」の

入札を中止とし、調査することとした。 

その後、進展があるごとに調査委員会において審議を重ね、証拠書類及びＢ社支店

長の３回、担当者の１回の事情聴取により、Ｂ社はＣ社宛の見積書をＦＡＸによりＡ社に

送ったことを認めた。Ｂ社が送った理由としては、「このままでは入札が中止になると思い、

他社の見積書を送ってしまった。」と言っていた。 

調査委員会としましては、これらの行為が不正行為と判断したところです。なお、浦安

市建設工事等指名業者選定等審査会において、Ａ社及びＢ社を浦安市建設工事請

負業者等指名停止措置要綱第２条第１項別表第２の14（不正又は不誠実な行為）に

より１ヶ月間の指名停止処分としたところです。 
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